予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：森林整備費
	事業名　新育林技術競技会開催事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　林政部　森林整備課　森林組合・担い手係　電話番号：058-272-1111（内3198）

　　　　　　　E-mail： c11515@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　５００千円（前年度予算額：　　　０千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	　0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	500
	0
	0
	0
	0
	0
	500
	0
	0

	決定額
	500
	0
	0
	0
	0
	0
	500
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
県では、成熟しつつある人工林を「伐って、利用する」「生きた森づくり」を進めており、今後、木材生産量を拡大させていくためには、新規就業者の確保や林業技術の向上が重要な課題となっている。
そこで、森林技術者の技術及び安全作業の向上、技術者間の交流、若手技術者の育成を図るとともに、林業の仕事を広く一般に知らしめ、林業の地位向上を図るため、平成26年度に全国育樹祭１年前イベントとして、技術競技会を開催した。

その結果、開催を通じて、将来の林業を担う若手の技術力の向上への意欲及び技術者間の交流が促進された。

開催後、関係団体から継続開催の希望があり、森林技術者の意欲向上、定着率の向上を促進するために、県として団体による競技会開催を支援する。
（２）事業内容

・森林技術者によるチェーンソー技術競技会、グラップル操作競技会を開催し、森林技術者の技術力の向上および交流並びに、来場者へ森林・林業をＰＲする。
（３）県負担・補助率の考え方

県1/2（森林整備担い手対策基金）、事業主体1/2
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	500
	育林技術競技会開催に係る費用の補助

	合計
	　　500
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

・岐阜県長期構想で目標設定された森林技術者数を確保する。
（２）国・他県の状況

・別紙２のとおり

（３）事業業主体及びその妥当性
（事業主体）

・育林技術競技会開催実行委員会（仮称）
（事業主体の妥当性）

事業主体は、岐阜県の林業における技術向上と安全性の向上に寄与する団体であり、平成２６年開催後に部長要望時に継続開催について、口頭で要望あり、関係団体には実行委員会の設立について、了解を得ており、開催の現実性から補助するに値する事業主体と言える。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・林業の仕事を広く一般に知らしめ、安全性や技術力をＰＲし、イメージアップすることにより、林業の地位向上を図る。
・将来の林業を担う若手の技術力の向上及び技術者間の交流を促進することにより、森林技術者の意欲向上、定着率の向上が期待でき、県内の森林技術者数を平成28年度に1,220人まで増やします。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	森林技術者数
（人）
	1,026
（H26）
	1,097
（H25）
	1,029
（H26）
	1,029（H26）
	1,220

（H28）
	84％



（前年度の取組）

	・平成26年度（前々年度）全国育樹祭１年前イベントとして、県主催で開催し、選手総勢３1名が参加して技を競った。
・実施後、林業関係団体から継続開催について口頭での要望があった。


（前年度の成果）

	・若手の技術力の向上及び技術者間の交流が促進でき、森林技術者の意欲向上につながった。

・6万2千人の一般の来場者に、普段見ることが少ない森林作業を見せることによって、森林・林業のＰＲが効果的に行うことができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	技術向上は、安全性の向上と一体的であり、安全性を確保することは行政として重要な役割である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	平成26年度に初回実施したため、成果は評価しづらいが、競技会終了後、継続開催を望む声が多く、モチベーションが向上していると言える。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	平成２６年度は新たな取り組みであったため、委託事業として行ったが、民間主体の取り組みとして、企画・運営を行うことが、業界のさらなる発展に寄与できる。


（今後の課題）

	・平成２６年度は、全国育樹祭1年前記念事業の一環として県委託事業で開催したが、今後は、民間を事業実施主体として、業界による主体的取り組みとしていく必要がある。


（次年度の方向性）
	・隔年で実施することで、実施主体の資金や労力の負担もかからず、さらなる技術向上と安全確保が期待できる。

・隔年で実施している林業士認定試験と交互に実施し、林業士資格を出場要件とすることで、資格取得の動機づけとなる。


別紙２－１








